
浅川町公用車の貸出しに関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、浅川町財務規則（昭和５８年浅川町規則第１号）第２１０条の規定に

基づき、町が所有する自動車（以下「公用車」という。）の貸出しに関し必要な事項を定

めるものとする。 

（公用車の貸出し） 

第２条 町は、その業務遂行に支障のない範囲内において、社会福祉及び地域社会活動（以

下「活動」という。）をする町内の団体（以下「団体」という。）に対し、公用車を貸し

出すものとする。 

（貸出公用車） 

第３条 貸出しをする公用車は、次の車種の中から町長が指定する車両とする。 

（１） ２トントラック 

（２） ワゴン車 

（３） ラッピング自動車 

（４） 軽トラック 

（５） その他町長が指定した車種 

（貸出対象者） 

第４条 公用車の貸出しの対象とする団体は、町内で活動する次の団体とする。 

（１） 行政区等の地域組織 

（２） ＰＴＡ 

（３） スポーツ少年団 

（４） 子供会及び育成会 

（５） ボランティア団体 

（６） その他町長が適当と認めた団体 

２ １団体における公用車の使用は、同一年度内に６日までとする。ただし、町長が特に必

要と認めたときは、この限りでない。 

３ 次の各号のいずれかに該当する団体は、公用車を使用することができない。 

（１） 法令又はこの要綱の規定に違反して公用車を使用した団体 

（２） 第１０条第１項第３号若しくは第４号に該当することを理由として同項の規定に

よる許可の取消しを受け、同条第２項の規定による支払の請求を受けた団体 

（３） 前２号に準じ町長が公用車の使用を不適当と認めた団体 

（貸出対象活動） 

第５条 公用車の貸出しの対象とする活動は、次に掲げる活動とする。 

（１） 環境美化活動 

（２） 防災・防犯活動 

（３） 交通安全活動 

（４） 町イメージアップPR活動 

（５） その他町長が適当と認めた活動 



（運転者の責務等） 

第６条 公用車を運転する者は、制限速度その他関係法令で定められた義務を厳守し、安全

運転を徹底しなければならない。 

２ 公用車は、町の区域内で運行するものとする。ただし、町長が相当と認めた場合は、こ

の限りでない。 

（貸出日及び貸出時間） 

第７条 公用車の貸出日は次に掲げる日（１２月２９日から翌年１月３日までの日及び町長

があらかじめ定めた日を除く。）とし、貸出時間は午前８時３０分から午後５時までとす

る。ただし、町長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

（１） 土曜日及び日曜日 

（２） 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

（使用申請） 

第８条 申請しようとする団体は、公用車を使用する日の１月前から７日前までの間に、貸

出公用車使用許可申請書兼誓約書（第１号様式）に運転者の運転免許証の写しその他必要

な書類を添えて、町長に申請するものとする。 

２ 前項の申請書の受付は、月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律に規定する休

日及び１２月２９日から翌年１月３日までの日を除く。）の午前８時３０分から午後５時

までとする。 

（使用許可） 

第９条 町長は、前条第１項の規定による申請があった場合は、これを審査し、適当と認め

たときは、公用車の使用を許可し、貸出公用車使用許可書（第２号様式）を申請者に交付

する。 

２ 町長は、前項の許可に必要な条件を付けることができる。 

３ 町長は、申請に係る運転者が第１４条第１項の規定に該当したことのある者であるとき

は、第１項の許可を拒み、又は申請者に対して運転者の変更を求めるものとする。 

（使用許可の取消し等） 

第１０条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条第１項の許可を取り消し、

現に使用中の場合であっても、その使用を中止することができる。この場合において、そ

の取消しにより同項の許可を受けた者（以下「使用団体」という。）又は第三者に損害が

生じても、町は一切の責任を負わない。 

（１） 災害その他緊急かつやむを得ない事由により、公用車を公用又は公共用に供する

必要が生じたとき。 

（２） 公用車が故障等の理由により供用できないとき。 

（３） 使用団体が法令若しくはこの要綱の規定又は前条第２項の規定による許可の条件

に違反したとき。 

（４） 使用団体が偽りその他不正の行為により前条第１項の許可を受けたとき。 

２ 町長は、公用車の使用後に使用団体が前項第３号又は第４号に該当することが明らかと

なったときは、当該使用団体に対して、自家用自動車の有償貸渡しを業として行う者の定

める料金を参酌して算定した金額の支払を請求することができる。 



（転貸等の禁止） 

第１１条 使用団体は、公用車を転貸し、又は貸出しを受けた目的以外に使用してはならな

い。 

（使用料） 

第１２条 公用車の使用料は、無料とする。ただし、燃料費その他の実費は、使用団体の負

担とする。 

（貸出し及び返却） 

第１３条 使用団体は、町長が定めた保管場所において公用車の貸出しを受け、及びこれを

返却するものとする。 

２ 公用車は、２日以上にわたって使用する場合であっても、原則、毎日保管場所に返却す

るものとする。 

３ 使用団体は、公用車を返却するときは、使用した相当分の燃料の補給及び清掃を行い、

鍵に貸出公用車使用報告書（第３号様式）を添えなければならない。 

４ 前３項の貸出し又は返却に当たっては、町職員又は町長の指定する者の確認を受けなけ

ればならない。 

（交通事故の対応） 

第１４条 運転者は、交通事故が発生したときは、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）

その他関係法令に定められた措置を取るとともに、直ちに町長に報告し、その指示を受け

なければならない。 

２ 運転者又は使用団体は、交通事故の示談交渉を行ってはならない。 

３ 使用団体は、事故後速やかに、貸出公用車事故報告書（第４号様式）に町長が指示する

書類を添付して提出しなければならない。 

（損害賠償及び費用負担） 

第１５条 使用団体及び運転者は、交通事故の示談交渉を町が行うに当たっては、当該交通

事故が早期かつ円満に解決できるよう町の指示に従い、誠意を持って協力しなければなら

ない。  

２ 使用団体の交通事故による損害賠償費用、使用団体が故意若しくは過失により貸出公用

車を損傷し、若しくは亡失したことによる原状回復費用又は使用団体が交通法規に違反し

たことにより生じた費用は、次に掲げる費用を除き、使用団体の責任において損害賠償及

び費用負担をしなければならない。 

（１） 町が加入する自動車損害賠償責任保険及び任意保険で補塡される費用  

（２） 町の責めに帰すべき事由により生じた損害賠償費用  

３ 町は、前項による費用を負担したときは、当該費用を使用団体に求償することができる。  

（補則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。 


